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n 第 24 期の発足にあたって
第一部長	
 佐藤岩夫（1）

n 第一部役員からの挨拶

副部長・藤原聖子 (4) 幹事・橋本伸也(4) 幹事・町村敬志(5) 

n 第一部分野別委員会委員長からの挨拶

言語・文学委員会 松浦	
 	
 純（7）
哲学委員会  戸田山和久（8）

心理学・教育学委員会 亀田	
 達也（9） 
社会学委員会 遠藤	
 	
 薫（9） 
史学委員会 久留島典子（11） 

地域研究委員会 宮崎	
 恒二（12） 
法学委員会 松本	
 恒雄（13） 
政治学委員会 古城	
 佳子（14） 

経済学委員会 北村	
 行伸（15） 
経営学委員会 徳賀	
 芳弘（16） 
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第 24 期の発足にあたって	
 

	
 

第一部長	
 佐藤岩夫	
 

	
 

10 月 3 日に開催された第一部の部会におきまして、第 24 期の第一部の役員として、

部長に私（法学）、副部長に藤原聖子会員（哲学）、幹事に町村敬志会員（社会学）お

よび橋本伸也会員（史学）の 4 名が決定しました。これから 3 年間、会員、連携会員

の皆さんのご協力を得て、日本の学術と人文・社会科学の発展のために微力を尽くし

てまいる所存です。どうぞ宜しくお願い申し上げます。	
 

今期の第一部が取り組むべき課題は、今後拡大役員会等の議論も踏まえて全体像を

整理したく思いますが、私自身は、当面、次の二つがとくに重要と考えています。	
 

第 1 は、前期の 3 年目（今年 6 月 1 日）に第一部が発出した提言『学術の総合的発

展をめざして：人文・社会科学からの提言』（以下、単に『提言』と言います）のさら

なる具体化と実現です。『提言』は、今日の人文・社会科学をめぐる状況と課題を整理

した上で、学術の総合的発展のために、①教育の質向上と若者の未来を見据えた高等

教育政策の改善、②研究の質向上の視点からの評価指標の再構築、③大学予算と研究

資金のあり方の見直し、④若手研究者と女性研究者の支援の本格化、⑤総合的学術政

策の構築の 5 点を提言しています。	
 

今回の『提言』が検討された直接的な契機の一つは、ご存じのように、国立大学法

人に対する 2015 年 6 月 8 日の文部科学大臣通知です。しかし、『提言』の基盤には、

日本学術会議、とくに第一部の長い取り組みの蓄積があります。『提言』の中でも言及

されていますが、2001 年には日本学術会議の声明『21 世紀における人文・社会科学の

役割とその重要性：「科学技術」の新しいとらえ方、そして日本の新しい社会・文化シ

ステムを目指して』が発出され、2010 年には、日本学術会議が総力を挙げて取り組ん

だ「日本の展望」プロジェクトの一環として『日本の展望：人文・社会科学からの提

言』が発出されています。両者とも、日本の学術において人文・社会科学がはたすべ

き役割と責務を強調するとともに、具体的提案を行い、とりわけ 2010 年の提言では、

人文・社会科学が目指すべき方向性として、①	
 社会のシナリオの総合設計の舵取り、

②人類社会の持続可能性の発展への貢献、③社会的・文化的多様性に根ざす人間の尊
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厳と主体的自由の追究、④人々の多様性の承認を求めたジェンダー研究の推進、⑤日

本社会の市民的教養の形成、⑥方法としての対話とネットワークの形成、⑦人文・社

会科学を発展させる総合的学術政策の構築を提案しています。	
 

『提言』は、このような従来の蓄積の基盤の上に立ってそのバージョンアップを試

みたものであり、その内容をさらに具体化し、成果を上げていくことが、第 24 期の重

要な課題となります。この課題は、第一部付置の各分科会で取り組む予定であるほか

（第一部付置の分科会は、現在、前期から継続する「国際協力分科会」「科学と社会の

あり方を再構築する分科会」「人文・社会科学の役割とその振興に関する分科会」「総

合ジェンダー分科会」の 4 つですが、独立に検討すべき課題が明らかになれば、新た

な分科会を設置することもあり得ます）、現在三成副会長の下で任務および組織の再編

が行われつつある科学者委員会およびその分科会においても中心的な検討課題になる

と予想されます。第一部の会員、連携会員の皆さんには、それぞれの委員会・分科会

において、積極的な取り組みをお願いします。	
 

今期の重要な課題のもう一つは、科学者コミュニティの代表機関としての日本学術

会議の意思の形成および社会への発信のあり方の検討です。	
 

日本学術会議が、日本の社会や学術がかかえる重要課題について、日本の科学者コ

ミュニティの代表機関として意思を形成し社会に発信する重要な役割を期待されてい

ることはいうまでもありません。私自身、前期に参加した「安全保障と学術に関する

検討委員会」における審議と声明の取りまとめの過程において、そのことをあらため

て強く感じました。他方、これも前期の経験から痛感したことですが、日本学術会議

が科学者コミュニティの代表機関として意思を形成し表出することには大きな社会的

責任が伴います。	
 

このことに関連して最近、福島第一原子力発電所事故がもたらした問題への対応を

めぐる学術会議の二つの文書をめぐって、それぞれの内容もさることながら、その相

互の整合性に検討すべき課題があることを指摘される機会がありました。二つの文書

のうちの一つは「個人の線量や影響に関する情報を知る・知らされることは、当人や

家族の精神的負担に成り得ることを認識し、検査に当たっては現場での丁寧な説明を

徹底するとともに、『過剰診断』や『知らない権利への配慮』に関して医療倫理面から

の議論を深めるべきである」とし（報告『子どもの放射線被ばくの影響と今後の課題』、

2017 年 9 月 1 日）、もう一つは、「自らの健康状態について知り、必要な場合は医療上

の措置を安心して受けられることは、意に反して放射線被ばくを受けた被災者の権利」

であるとしています（提言『東日本大震災に伴う原発避難者の住民としての地位に関
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する提言』、2017 年 9 月 29 日）。二つの文書が設定する課題や上記引用の文脈には違

いがあるため、一概に矛盾・不整合とまでは言えないかもしれませんが、同時並行的

に審議が行われ、ほぼ同時に社会に発信された文書のなかで、一方で「知らない権利」、

他方で「知る権利」がそれぞれ強調されたことは、日本学術会議全体として、何らか

の連絡・調整の仕組みが求められる場面であったようにも感じます。	
 

これはごく一例ですが、学術会議の意思の形成と社会への発信のあり方をめぐる課

題は、さまざまな場面で、今後益々重要な問題となってくると思います。東日本大震

災および福島第一原子力発電所事故との関係で言えば、それは、第一部付置の「科学

と社会のあり方を再構築する分科会」が取り組むべき課題そのものですが、より広く

は、ゲノム編集や遺伝子治療、ＡＩ等の問題を含めて、日本学術会議が、各分野の専

門的知見を踏まえつつも、それだけにとどまらず、分野を超えた総合的な知見や提言

を示すためにどのようなプロセスを経るべきかが問われています。	
 

福島第一原子力発電所事故をめぐる第 22 期の第一部の取り組みの成果である『科学

不信の時代を問う：福島原発災害後の科学と社会』（島薗進他編、合同出版、2016 年）

の中で，広渡清吾元会長は、学術会議が科学者コミュニティの代表機関として活動す

る場合の意思の形成・表出のプロセスの問題に触れて、科学者コミュニティとしての

自覚的に調整された情報とオプションを提示する“organized voice”であることの重
要性を指摘しています（同書 97 頁。念のためですが、そこでは、この“organized 

voice”は、少数を排除した「統一見解」や多数決による意見の集約の類いとはまった
く別物であることも明確に指摘されています）。かねてから指摘されている、各期の期

末に多数の提言等が集中する問題や、査読のあり方、同時並行的に進行する分野別・

機能別・課題別各委員会の審議の連絡・調整の体制等、日本学術会議が、科学者コミ

ュニティの代表機関として意思を形成・表出するプロセス自体に反省的な検討を加え、

具体的な改善方向を見出すことは、今期の学術会議が全体として、そして第一部もま

た主体的・積極的に取り組むべき重要な課題の一つです。	
 

以上２つの課題に限定して述べましたが、もちろん、今期の第一部が取り組むべき

課題はこれに限られるものではありません。会員、連携会員の皆さんには、お気づき

のことがあれば随時、分野別委員会を通じて、あるいは第一部の役員に直接、課題と

して提起していただきますようお願い申し上げます。それぞれの課題の性質に応じて

適切な検討体制を整え、今期の活動の充実につなげてまいります。	
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府日学第９６９号－１ 

平成３０年６月２７日 

科学と社会委員会委員長 

  渡 辺  美 代 子  殿 

日本学術会議会長 

山 極  壽 一 

サイエンスアゴラ 2018（年次総会）の後援について（審議付託）

 標記について、別添のとおり申請がありましたので、貴委員会の御意見（可否

を含む）を平成３０年７月１２日（木）までに御回答ください。 

公印省略
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〇日本学術会議後援名義承認基準への該当性について（企画課検討）

(1) 主催者
主催者が、次の各号のいずれか一つに該当するものであること。

ア 日本学術会議協力学術研究団体

イ 国の行政機関（独立行政法人等を含む。） ○

ウ 地方公共団体

エ 大学等の高等教育機関

オ 公益法人（宗教法人を除く。）

カ 新聞、テレビ、ラジオ等の報道機関

キ その他上記各号に準ずると認められるもの

(2) 会議の内容
会議の内容が、次の各号に適合するものであること。

ア 学術を対象とすること。 〇

イ 学術の進歩に積極的に寄与すること。 〇

ウ 営利を目的としないこと。 〇

(3) その他
上記(1)及び(2)のほか、次の各号に十分留意すること。

ア 日本学術会議の設立の趣旨及び目的に反するような決議等を行わないこと。 〇

イ 会議の開催について事故防止、公衆衛生対策等に十分の措置が講ぜられていること。 〇

ウ 特定の会社等の宣伝に利用されるおそれのないこと。 〇

エ 特定の思想、主義、主張の普及宣伝に利用されるおそれのないこと。 〇

オ 当面の政治問題に影響を及ぼさないこと。 〇

〇過去の後援実績について
　過去の同事業について後援実績はない。

　（ただし、昨年度までは学術会議が共催（共同主催））

○国立研究開発法人科学技術振興機構法等については確認済み。

申請シンポジウム等名：サイエンスアゴラ2018
主催者名：国立研究開発法人科学技術振興機構
申請者名：国立研究開発法人科学技術振興機構理事長　濵口　道成
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